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１．はじめに 

現在の日本は少子高齢社会であり生産年齢

人口の減少に伴い経済や成長力の衰退が懸念

されている。その中で女性の労働参加の拡大は

日本の経済や成長力を維持するために必要と

なってくる。日本の女性就業率は上昇傾向にあ

り、男女共同参画が進んでいるように思えるが、

女性の管理職比率などの男女格差問題は依然

として解消されていない。男女格差問題の中で

も他国と比べ大きく下回っている女性の管理

職比率に着目し、その増加要因を明らかにした

いと考えた。 

 

２．目的 

 この研究の目的は、女性の管理職比率を高め

る要因を明らかにすることである。現在の管理

所億世代が就職する年である 30年前の女性就

業率が高ければ現在の女性管理職比率も高く

なると考え、「30年前の女性就業率の高い地域

は、女性の管理職比率も高い」という仮説を立

てた。女性就業率を説明変数とする鈴木・田辺

(2019)の先行研究を参考に説明変数の選定を

行なった。 

 

３．内容と方法 

 本研究は、統計フリーソフト R を用いて固

定効果モデルでのパネル分析を行ない、女性管

理職比率と様々な要因との因果関係について

調べた。使用するデータは国勢調査などから取

得しており、47 都道府県について 1980 年か

ら 2015年の 8年分のデータを使用する。本研

究におけるパネル分析のモデル式は以下の通

りである。 

𝑌𝑖𝑡 = 𝛼𝑖 + 𝛽𝑖𝑡𝑋𝑖𝑡 + 𝜀𝑖𝑡 

𝛼は固定効果、𝛽は回帰係数、iは個人、tは時

点、Yは被説明変数、Xは説明変数、𝜀は誤差

となっている。 

説明変数には 30年前の女性就業率と、先

行研究を参考にした 12の変数に加え、1980

年を基準とした 7つの時点ダミーを用いた。 

 

４．結果と考察 

 分析の結果は表 1の通りである。分析結果か

ら女性の管理職比率との間に、大学・大学院卒、

製造業事業所数、医療福祉事業所数が正に有意

であることと、30 年前の女性就業率、人口密

度、高卒の割合、卸・小売業事業所数、サービ

ス業事業所数が負に有意であることが確認で

きた。30 年前の女性就業率は正に有意とはな

らず仮説は棄却された。このことから、女性就

業率を増加させることは後の女性管理職比率

の増加に必ずしも繋がるとは限らないと言う

ことが考えられる。 

表 1：分析結果 

 

***：0.001 **：0.01 *：0.05 

 

５．おわりに 

 今回の分析だけでは女性就業率の増加が女

性管理職比率に繋がらないことの理由を解明

することができなかったため、それについての

解釈は今後の課題とする。 
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